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台北市の 「国民住 宅」 にお ける公室 の改修実態 と使 われ方
一台北市の 「国民住宅」の住み方に関する調査研究一
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Actual Conditions of the Repair and the Using Style of Dining-Living Rooms 
            in "Public Housing" at Taipei City 
      —A Study on the Living Style in "Public Housing" at Taipei City—
Chiming CHU*, Masashi NODA**,  Yasuhiro SAKURAI*** and Hidekazu  SHIRAI****
(Received February 6, 2015)
 This paper aims to clear actual conditions of public housing at Taipei city from the viewpoint of 
residents' repair. 
 1) We make a proposal to divide space constitution ofliving-room into six types; standard type with 
   balcony, standard type without balcony, next-room integrated type, both sides expanding type, 
   reduced type. 
 2) The main function of opening connected room is TAKAYUKA(second-living) , but non-opening 
   rooms have various functions. 
 3) It is 63% that living- room is divided into some functions except LD. 
 4) The combinations ofconnected room's function and divided functions are really multiple.
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1.研 究の 目的 と方法
国際化 と学術交流の進展に伴い,ア ジア諸国を対
象 とした住宅事情 ・住宅計画に関する研究も増加 し
つつある.台湾についても青木正夫等による一連の
研究のほかいくつかの先駆的研究注1)がみられるが,
現代住宅の解明は必ず しも十分ではない.こ のよう
な中にあって筆者 らは,台湾の中でも特異的に共同
住宅が普遍化 し,日本にはみられない高密度の集住
形態を創 り出している台北市の大規模積層集合住宅
に注 目し,公共住宅政策の基盤である 「国民住宅条
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例」が公布 された1970年代以降 の供給実態 と住棟配
置 ・住棟形態 ・住棟 ユニ ッ ト形 態 ・住 戸平面構成の
実態 を,公 共部 門(国民住 宅)と民間部門の比較 を し
なが ら検討 して きた注2).その結果,平 面 タイプ につ
いて は,客 庁(リ ビング)と餐 庁(ダイニ ング)によっ
て構成 され る 「公室」 を通過 して各居 室に至 る公室
通過型が基本 であるが,公 室 と私 室の関係 か らみ る
と,「 公私分離型」 「一部一 体型 」 「公 私一体型」
の3タ イ プ(図1)に類型化で きるこ とを明 らか に し
た.一 方,台 湾 の分譲集合住 宅においては,建 設時
の住戸平面 を前提 として居住者 が入居 時に何 らかの
「改修(増改築 と内装や 家具の作 り付 け)」を行 って
住戸平面 を完成 させ るこ とが一般的 となってい る.
以上 を踏 まえて本研 究で は,1980～1990年代 に建
設 された台北市の公共部 門大規模積層集合住宅(国
民住宅)を対象 に,訪 問観察 ・ヒア リング形式ア ンケ
図1平 面タイプ概念図
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表1入 居時における公室の空間構成の類型化
件数(%)
入居時の
公室空間
構成
建設時の
バノレコニー
基 本 型 公 室 拡 大 型 公 室 縮 小 型
合 計
Bあり Bなし B内部化 隣室一体化 両面拡大化 居室増加化 ■ 居室
K分離
囚圖
K一体
咽
K分離
囚国
K一体
噛
K削減
噛
K分離
咽
K一体
園
K分離 K一体 K分離 K一体 K分離 K一体
Bあり
囚陰
Bなし
囚[評
Bあり
特
Bなし
吋囚圖瞬
Bあり
囚團
Bなし
囚國
B私室化
囚國
B内部化
咽
原
型
Bあり
54
(31.4)
1
(0.6)
一 65
(37.8)
8
(4,7)
4
(2.3)
一 1
(0.6)
1
(0.6)
9
(5.2)
4
(2.3)
7
(4.1)
一 14
(8.1)
4
(2.3)
172
(100.0)
Bなし 一 68
(75.6)
2
(22>
1
(1.1)
一 一 1
(1.1)
3
(33)
一 1
(11>
14
(156)
一 一 90
(100.0)
合 計
54
(20.6)
1
(0.4)
68
(26.0)
2
(0.8)
1
(0.4)
65
(24.8)
8
(3.1)
5
(1.9)
3
(1.D
1
(0.4)
2
(0.8)
9
(3.4)
4
(1.5)
7
(2.7)
14
(5.3)
14
(53)
4
(1.5) 262
(100.0)55
(21.0)
71
(27.1)
73
(27.9)
11
(4.2)
13
(5.0)
39
(149)
注)B・ リビングバルコニーK一 体 ・KとLDの壁を削除して一体化K削 減 ・Kの設備 削除(Kの機能なし)
一 ト調査 によって 「住 み方 」を明 らかにす るこ とを
基本的 な 目的 とす るもので あ り,前稿注3)では,居 住
者 自身 による 「住み方」実現 のための実践行為で あ
る 「改修」 の実態 とその結果 であ る 「入居 時平面」
の概 要 を整理 した上で,各居室の利用の され方(就寝
あるい は他用途利用の実態)を多角的 に検討 し,以下
の よ うな諸点 を明 らか に した.
① 住 戸 プ ラ ン につ い て は,公 私 一 体 型 の 小 規 模
2LDK・3LDKタイプか ら公私分離型 あるいは一部一
体型の3LDK・4LDK以 上へ と推移 してい るが,入
手方法 は 「新築購入」 「中古購入 」 「移転保 障 ・そ
の他」 にほぼ三分 され ている.こ の入 手方法や入手
価格 との関係 で一定 の階層性 がみ られ るとはい え,
年齢 ・職業 ・家族人数 ・家族構成 等において多様 な
世帯の居住が展開 されてい る.
②多 くの世帯 が入居 時に床仕 上げ変更 ・窓辺改築 ・
バス設備変更等 の改修 に加 えて大幅な増改築 を実施
してお り,そ の結果,「 空 間改変(間取 り変更)」が
8割,「 私 室数 変更」が4割,「 平面 タイプ変更」
が3割 ほ どみ られ,公 私分離型の約2割 が 「一体化」
を実施 し,公 私一体型 ・一部一体型の約4割 が 「分
離化」 を実施 してい る.
③改修の実態 にも一定の階層性がみ られ,新 築購入
層 を上 回 る改 修 を実施 す る 中古購入 層(30～40歳
代 ・核家族 ・ホ ワイ トカ ラー層等)がみ られ る半面,
改修 の極 めて少 ない 中古購 入層(地元出身 ブル ーカ
ラー層等)もみ られ る.空間改変等 を伴 う大幅 な改修
の実施率 は古い小 中規模 住宅 ほ ど高 く,平 面 タイプ
別 には公私一体型 〉一部一体型 〉公私分離型の順 と
な ってい る.
④平面 タイ プや私室数 の変 更を伴 う改修 について は,
家族人数へ の対応 とい う姿勢 が一定み られ るとはい
え,全 体的 には,同 一住戸 プ ランにおいて多様 な人
数 ・家族構成 の世帯 が居住 してお り,居 室の使 い方
(就寝非分離の発生や 「非寝室=α 室 」の有無 ・室数 ・
用途)に様々 なタイプが生 じる背景 ・要因 とな ってい
る.
⑤居室の うち 「非寝室=α 室」 を保有す る割合 は
69%であるが,住 戸 プラン ・家族 人数 と就 寝状況 に
対応す る形 で多様 に分散 し,平 面タイプ別保 有率 は
一部一体型75%〉公私分離型69%〉 公私一体型
57%の順 となってい る.用 途別保有率注4)は,客間 〉
倉庫衣裳 〉学習書斎 〉高床 〉仕事 〉趣 味遊興 〉祭壇
の順で あ り,合 計保有率 は154%(1件あた り1.5室
の α室 を保有)である.
⑥ α室 の用途 につい ては,α 室数 や家族構 成に よる
一定 の傾 向的特性 がみ られ るものの,平 面 タイプ別
にみ る と,公 私分離型 では客間 と学習書斎,公 私一
体型で は高床 と倉庫衣裳 がそれ ぞれ相対 的 に高い と
い う対比的特性 が強 く現れ てお り,そ れ らの 中間 に
位 置 して室 数 が多 い一 部 一 体型 で は 高 い 保 有 率
(173%=平均1.7室)の下で多様 な用途構成 を示 して
い る.
⑦公私一体型 ・一部一体型の 「一体 α室(公室 と直接
つなが る α室)」に注 目す る と,全体的 には保有率が
低い高床 ・趣 味遊興 ・仕事 の保 有率が相 対的に高い
こ とが大 きな特徴 であ り,中 で も一部一体型 にお け
る高床保有率 の高 さと,α 室数 の少ない段階か らそ
れが発生 している こと,さ らには,改 修 に よって新
た に確保 され た 「一体 α室」 の半数 以上が高床 とな
ってい る.
以上の前稿 を受 けて本稿で は,上 記 の 「一体 α室」
との 関係 を含む 「公室(LDK空間)」の改修実態 と使
われ方 を詳細 に検討す る ことを 目的 とす るもので あ
り,主と して,家 具配置か らみた公室 内にお ける 「機
能分節」 の実態 と 「一体 α室用途(機能)」との関係
を多角的 に検討す るこ とを 目的 としてい る.
調査対象 は,前 稿 と同様,台 北市の国民住宅団地
の うち住 戸 内部 で の観 察 ヒア リン グを許 可 され た
14団地か ら抽 出 した83タ イ プ,262戸(公私分離型
162戸,一部一体型72戸,公私一体型28戸)で あ り,
調査期間 は2007年6月～2008年12.月であ る.調 査
対象住戸 と世帯 の概要 については前稿 を参照いただ
きたい.
2.公 室の空間構成
公室の空間構成 を類型的 に整理 した ものが表1で
ある.大 き くは 「基本型(空間改変 な し)」48%,「公
室拡大型(空間改変 によって公室面積 を拡大)」37%,
「公室 縮小型(空 間改変 によって公室 面積 を縮 小→
結果 として居室面積 が増加)」15%の3タイプ に分 け
られ,や や細 か くは 「Bあり基本型(バル コニーの あ
る基本型)」21%,「Bな し基本型(バル コニーの な
い基本型)」27%,「B内 部化(バル コニー部分への
公室拡大型)」28%,「隣室 一体化(隣室部分への公
室拡大型)」4%,「両面拡大化(バル コニー ・隣室の
両方への公室拡大型)」5%,「居室増加 化(=公 室縮
小型)」15%の6タイプに分け られ る.さ らに,改 修
後の 「バル コニーの有無」 と 「KとLDと の関係(K
分離 あるい はK一 体)」を加 味 して分類す る と表1
に示す17タ イプ に分 け られ る.
表1に 示す よ うに,改 修前 の原型 として 「Bあり」
は172件66%,「Bな し」は90件34%で あるが,
バル コニー を増設 したケース は1件(隣 室一体化 ・K
分離 ・Bあ り下段 の1件),逆 にバル コニー を削除 し
たケース も1件(隣 室一体化 ・K一体 ・Bな し上段の
1件)の みで あ り,大 き くは原形 が維持 されてい る.
ただ し,「B内 部化 」28%,「両面拡大化」5%,「居
室増加 化 ・K分 離 ・B私 室化」5%の 合計38%が バ
ル コニー を室内化 してい る.
一方,KとLDの 壁 を削除 してLDK空 間 として一
体化 した 「K一体」は全体で22件8%で あ るが,「隣
室一体化」 と 「両面拡大化」では30%を超 えて とく
に高 くなってい る.な お,上 記17タ イプ分類 にお け
るベス ト3は,「Bな し基本型 ・K分離 」26%,「B
内部化 ・K分 離」25%,「Bあ り基本型 ・K分 離」
21%であ り,他 のタイ プは全 て5%程 度 以下で分散
してい る.
上記6タ イプ分類の結果 を諸指標別 に示 した もの
が図2で ある.こ こか ら以下の よ うな特性 を読み取
るこ とがで きる.
①空間改変 のない 「基本型」 の割合 は,入 手方法別
注5)には 「その他(賃貸等)」〉中古微改修 〉新築改修
〉保 障住宅 〉中古大改修の順,平面 タイプ別注6)には
公私一体 〉公私分離 〉一部一体 の順,住 戸プ ラン別
注7>には3LDK>2LDK以内>4LDK以上の順,建 設
時期別 には古い ものほ ど,世 帯主年齢別 には高年齢
層 ほ ど高 く,住 戸面積別 には小規模(～21坪),家族
構成別 には単身 ・単親 で とくに高 くなってい る.た
だ し,「Bあ り基本」 と 「Bなし基本」で大 き く異
な り,「Bあ り基本」は,「 その他(賃貸等)」 ・一
部一体 ・公私分離 ・90年代 ・3LDK以上で とくに高
く,大規模お よび若年齢層 ほ ど高い のに対 して,「B
な し基本」は公私一体型 で81%を 占めるの をは じめ
中古微改修 ・新築購 入 ・80年代 ・2LDKでとくに高
く,小 規模お よび高年齢層 ほ ど高 くなってい る.ま
た,公 私一体 には 「Bあ り基本」は皆無で あるの に
対 して,一 部一体 には 「Bな し基本」が ほぼ皆無 と
な ってい る.な お,家 族 人数 別 には,「Bな し基本」
が少人数 ほ ど高いの に対 して,「Bあ り基本」 は4
人以上>2人 以 内>3人 の順で あ り,「基本型」の合
計値 も3人 で低 くなってい る.
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図2諸 指標別にみた公室の空間構成
② 「B内部化」の割合 は,中 古大改修 〉保障住宅 ≧
その他 ≧新築購 入 〉中古微改修の順で,公 私分離 ・
一部一体 ・大規模(26坪～)・3LDKでとくに高 く(公
私一体 には皆無),若年齢層 ほ ど高 くな ってい る.家
族人数 ・家族構成別 には,単 身 ・単親 には少ない も
のの夫婦や3人 を中心 に多様 に分散 してい る.
③ 「隣室一体化」 と 「両面拡 大化 」は,い ずれ も量
的 に少 な く中古大改修 ・保 障住 宅 ・新 築購入 に ほぼ
限 られ,住 戸 プランは2LDKで とくに高い ものの,
建設時期 ・住戸面積 ・家族人数 ・家族構成 はいずれ
も多様な構成 をみせてい る.ただ し相対的 にみ ると,
「隣室一体化 は」は80年 代 ・中小規模(～25坪)・
中年齢層 ・核 家族 ・3人の割合 が相対的 に高 く,「両
面一体化」は90年 代 ・中大規模(22坪～)・若 中年
齢 層 ・単身 ・夫婦 ・単親 ・2人 以内の割 合が相対的
に高い.ま た,平 面 タイ プ別 には,「 隣室一体化」
は公私一体で とくに高いの に対 して,「両面拡大化」
は公私分離 に限 られてい る.
④ 「公室縮小型(居室増加化)」は,一部一体型 ・4LDK
以上 に特化 し,古 いものほ ど高 くなってい るが,住
戸面積 ・世帯主年齢 は多様 で,家 族 人数 ・家族構成
も単身 ・夫婦以外の3人 以上の家族 に分散 してい る.
また,入 手方法 も 「その他(賃貸等)」以外 に多様 に
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表2公 室空間構成タイプ別にみた一体室の実態
件数(%)
注) アミカケ部分は 「一体室あ り 」 の中で10%以 上.
分散 してい る.
3.一 体室の実態
3.1公 室空間構成 タイプ別 にみた一体室 の構成
公室 の空 間構成6タ イプ別 に一体室の構成(α室
か私室 の 区別 とそれ ぞれの室数)を示 した ものが表
2で ある.右 端 の合計欄 に よ り,全 体では 「一体室
な し」が63%を 占め,「 α室1室 」16%と 「私室1
室」9%の ほかは5%未 満で分散 してい る.「 一体室
あ り」 の中での構成比 は 「α室のみ」44%,「私室
のみ」34%,「 α室 十私室 」22%,また,rl室 」
68%,「2室以上 」32%となる.
これ を6タ イプ別 にみ る とそれぞれ の特徴が あ り,
「Bあり基本」では 「一体室 あ り」34%で,「α室1
室」と 「私室1室 」に分化 してい ること,「Bな し基
本」 では 「一体 室 あ り」27%で,「α室+私 室で3
室以上」に特化 してい るこ と,rB内部化」で は 「一
体室 あ り」30%で,「α室1室 」に特化 してい るこ と,
「隣室一体化」で は 「一体室 あ り」が73%と最 も高
く,「私室1室 」 「私室2室 以上」の 「私室 のみ」 に
特化 してい るこ と,「両面拡 大化 」では 「一体室 あ り」
が皆無で あるこ と,「公 室縮小型(居室増加化)」で は
「一体室 あ り」が69%で,「α室1室 」を中心 に 「私
室1室 」 「α室+私 室で2室 」と多様 な構成 をみせて
い るこ とが特徴で ある.
「一 体室あ り」の96件 につ いて,さ らに諸指標別
に示 した ものが表3で ある.こ こか ら以下の よ うな
特性 を読み取 ることがで きる.
①各欄の縦軸小計欄 よ り,「α室 のみ」は全体 で44%
で あるが,一 部一体 の56%に対 して公私一体では皆
無で あ り,入 手方法別 には保 障住 宅 〉中古大改修 〉
新築購入 の順,建 設 時期別 には新 しい ものほ ど高 く
な ってい る.ま た,家 族人数別 には差 がみ られない
が,住 戸プ ラン別 には,4LDK以 上>3LDKの 順で
2LDK以内では皆無 となってい る.一 方,「 私室の
み」は全体で34%で あるが,公 私一体43%〉 一部一
体32%で あ り,室数 の少 ない住戸 プランほ ど,また,
家族人数 が多 いほ ど高 くなってい る.建 設 時期別 に
は80年 代後 半か ら90年代 の中間期でやや高いが,
入手方法 による違い はみ られ ない.「 α室+私 室」
は全体で22%で あるが,公 私 一体57%〉 一部一体
12%であ り,入 手方法別 には 「α室のみ」 と逆順の
新築購入 〉中古大改修 〉保 障住 宅の順,建 設 時期別
にも逆転 して80年 代前半 に特化 してい る.ま た,住
戸プ ラン ・家族人数別 には 「私 室のみ」の逆順で室
数の多い住戸 プランほ ど,そ して,家 族 人数 が少な
い ほ ど高 くな ってい る.
② これ を各指標 ご とに,パ ーセ ン ト数値 の大 きいア
ミカケ部分 に注 目して個別 にみ る と,まず全体で は,
rBあ り基本 ・α室のみ」16%〉 「居室増加 化 ・α
室のみ」15%〉 「Bな し基本 ・α室+私 室」14%〉
「Bあ り基本 ・α室のみ」12%の順で あ り,そ れ に
続 くのは,「 私室 のみ」 の各公 室空間構成 タイプ と
な ってい る.
③平面 タイプ別 には,一 部一体 では 「B内部化 」 「居
室増加 化」rBあ り基本」の 「α室のみ」が上位 を
占めるの に対 して,公 私一体で は 「Bな し基本」の
「α室+私 室」 「私室 のみ」 が大半を 占め,「 隣室
一体化 ・私室 のみ」 を加 えた3タ イプ に集約 されて
い る.
④入手方法別 には,新 築購入で は 「Bな し基本 ・α
室+私 室」rBあ り基本 ・α室 のみ」が上位 で ある
の に対 して,中 古大改修で は 「B内部化 ・α室のみ」
と 「居室増加化」 の 「α室のみ」 「私室のみ」が上
位 とな り,保 障住宅 では両者 を合 わせ た特性 をみせ
てい る.
⑤建設時期別 には,80年代前 半は 「Bなし基本」の
「α室+私 室」 「私室のみ」,80年代後半 は 「居室
増加化」 の 「α室 のみ」 「α室+私 室」が上位 で あ
るの に対 して,90年代 には 「Bあり基本」お よび 「B
内部化」の 「α室のみ」 「私室 のみ」が上位 とな り,
とくに90年 代前半 には 「Bあり基本 ・α室のみ」,
後半 には 「B内部化 ・α室のみ」が とりわ け高 くな
ってい る.
⑥住戸プ ラン別 には,2LDK以下では 「Bなし基本」
お よび 「B内部化」の 「私室のみ」が上位 で あるの
に対 して,3LDKで は 「Bなし基本 ・α室+私 室」
表3公 室の空間構成 と一体室の関係
注)%数 値は,各 欄の縦軸 ・横軸小計欄 の合計値を母数(100%)としている.
■ ・20.0%～ ・10.0%～
に加 えてrB内 部化」の 「α室のみ」 「私室 のみ」
が上位 とな り,4LDK以 上では 「居室増加 化」の各
タイプが上位 とな ってい る.
⑦家族人数別 には,2人 以下で 「Bな し基本 ・α室
+私 室」が 目立つ点 を除いていず れ も多様 に分散 し
てい るが,私 室増 に ともなって 「私 室のみ」が増加
し,ま た,「Bな し基本」 が減少 して 「B内部化」
「居室増加化」が増加 してい る.
3.2一 体 α室の実態
一体室 の中の 「一体 α室」につ いて,その形式(公
室 とα室 との境界 を扉2枚 以上の幅で開 け放つ こ と
ので きるものを 「開放 α室」,そ の他 を 「非開放 α
室」)と用途 を,公 室空間構成 タイプ別 に示 した もの
が表4で あ り,以下の特性 を読み取 るこ とがで きる,
① 「一体室 あ り」96件の うち 「α室あ り」は63件
(66%)で,「隣室一体化」 には25%で少 ないが,他
の空 間構 成 タイプ ではいずれ も60～70%となって
い る(前述 のよ うに 「両面拡大化」は一体室その もの
がない).
② α室形式 について は,「Bあ り基本 」 「Bなし基
本」で は非 開放 が100%以上(1室 以上)で,開 放が
10～30%で続いてい るの に対 して,「B内 部化」 「居
室増加 化」では開放 ・非 開放 とも40～60%程度で開
放の割合 が相対 的に高 く,量 的に少ない 「隣室拡大
化」で は全てが開放 とな ってい る.
③開放 α室の用途 は,い ずれ の空 間構成 タイ プにお
いて も高床(前稿注18お よび本稿注4に 記 した第2
リビング的空間)が大半で あ り,趣 味遊興 ・仕 事 ・倉
庫衣裳 ・祭壇 も僅か にみ られ る.
④一方,非 開放 α室 の用途 は倉庫衣 裳 ・客間 を中心
と しなが らも極 めて多様で あ り,「Bな し基本」で
は倉庫衣裳,「B内 部化」で は学習書斎,「 居室増
加 化」で は倉庫衣裳 ・仕事 の割合 が とくに 目立つ も
のの,い ずれ の空 間構成 タイ プで も多様 に分散 して
い る.
4.公 室の機能分節の実態
4.1公室および一体室の構成別 にみた公室の機能
分節実態
ここでは,公室の使われ方を物的に捉えるために,
表4公 室空間構成別にみた一体 α室の実態
注)「 α室形式」欄 の実数値 は 「室数 」であ り,%数 値は 「α室 あり」 の
件数 を母数(100.0%〉と している,ま た,「 開放 α室用途」 「非開放 α
室用途」の%数 値 は,そ れ ぞれ の室数 を母数(100,0%)としてい る.
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家具配置か らみ た公室 内におけ る 「機 能分節」の実
態 を検討す る.公 室 内の機能分節 の具体的イ メー ジ
を伝 える内観 写真 を示 した ものが図3で ある.また,
公室空間構成3タ イプ別お よび一体室の有無 ・付加
形式別 に機 能分節実態 を示 した ものが表5で ある.
まず公 室機 能 その ものの状況(食生活 の外部化 に よ
って 「D機能=餐 庁機 能注8)」をもた ない公室すなわ
ち 「客庁のみの公室」も多 くみ られ る)を整理 した上
で,「LD」 と 「LorD(多くは 『Lのみ』で 『Dのみ』
は1例 のみ)」別 に分節数 と分節機能の実態 を示 した.
ここか ら以下 のよ うな特性 を読 み取 ることがで きる.
①公 室機 能 そ の もの状 況 につ い て,全 体合 計 で は
「LD」75%,「LorD」25%であ る.「LorD」の割
合 を公室 空 間構成 タイ プ別 にみ る と,公 室 縮小 型
54%〉基本型24%〉公室拡 大型14%の 順で あ り,居
室増加 に伴 う公室縮小 と 「食 生活 の外 部化 」が関連
してい るこ とが うかがわれ る.一 方,「LorD」の割
合 を一体室の有無 ・付加 形式別 にみ る と,表5下 段
に示す よ うに,複 合一体室付加型57%〉 非開放一体
室付加型32%〉 開放一体室付加型25%〉 一体室 な
し型21%の順 であ り,付加 形式が間接的で複合的 な
ものほ ど高 くなってい る(ただ し,「LorD」の少 な
い公室拡大型でそれ がみ られ るのは一体室な し型の
みで逆転 してい る).さ らに両者 の組合せ でみ る と,
「LorD」の割合が70%以 上で とくに高いのは 「基本
型の複合一体室付加型」 と 「公 室縮小型 の非開放一
体室付加 型」 とな ってい る.
②機 能分節の実態 について は,「 無分節(LD以外 に
分節機 能な し)」か ら 「3分節 」までに分 け られ るが,
最下段の全体でみ る と,無 分節37%,1分 節43%,
2分 節18%,3分 節3%で ある.「LD」 では無分節
が41%,「LorD」では2分 節 以上29%で,rLorD」
の方が分節数 が多 くなってい る.こ れ を公 室空間構
成 タイ プ別 にみ る と,公 室拡 大型 で は,無 分節 が
27%で最 も低 く,2分 節以上が27%で 最 も高 くな っ
てい る.公 室縮小型で は1分 節 が54%で 最 も高 く,
無分節 ・2分節以上 ともに相 対的 に低いの に対 して,
基本型では逆 に1分 節 が37%と低 く,無 分節 ・2分
節 ともに相対的 に高 くなってい る.ま た,基 本型 と
公室拡大型では,分 節数 で 「LorD」〉 「LD」とい う
傾 向が顕著 にみ られ るが,公 室縮小型 では差がみ ら
れない.一 方,一 体室の有無 ・付加形式別 にみ る と,
複合一体室付加型 で無分節,非 開放 一体室付加 型で
1分 節がそれぞれやや 高い程度 で大きな違 いはみ ら
れない.また,開放一体室付加型 では 「LD」と「LorD」
の 違 い が 小 さい が,そ の他 の形 式 で は 分節 数 で
「LorD」〉 「LD」とい う傾 向が顕著 にみ られ る.な
お,3分 節 がみ られ るのは基本型 お よび公 室拡大型
で,一 体室 な し型のrLorD」5件と開放一体室付加
型の 「LD」2件の合計7件 で ある.
③表5中 央の 「無 分節 」欄で,「LorD」の大半 は 「L」
で あるが,公 室縮小型 の非 開放一体室付加型 に 「D」
が1件 み られ る.ま た,「LDな し」の1件 は,公 室
縮小型の一体室な し型で あるが,居 室増加 に ともな
?
'圃
IF畠
図3公 室機能分節(写 真)
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表5公 室の機能分節の実態
実数値=件数
って公室が 「廊下化」 した もので ある.
④表5右 の 「1分節 」欄 の最 下段 よ り1分 節 の分節
機 能 は,祭 壇 と学習書斎 が ともに33%で 最 も高 く,
高床12%,玄 関 と仕事が ともに10%で続いてい る.
「LD」では学習書斎 ・高床 ・玄関,「LorD」では祭
壇 ・仕事がそれぞれ相対 的に高 くなってい る.こ れ
を公室空 間構成 タイ プお よび一 体室付加形 式別 にる
と,祭 壇 の割合 が とくに高いのは公 室縮 小型の非開
放一体室付加型,学 習書斎 の割合 が とくに高いの は
基本型 の一体室 な し型,高 床 の割合 が とくに高いの
は公室拡大型の一体室 な し型 となってい る.
⑤表5右 の 「2分節 」欄 の最 下段 よ り2分 節の分節
機能 は,や は り祭壇 と学習書斎 が ともに63%で最 も
高 く,玄関35%,高床20%,バー9%と 続いてい る.
「LD」では高床 ・玄関 ・仕事,「LorD」で は祭壇 ・
学習書斎がそれぞれ相対的 に高 く,高 床 ・玄関 ・祭
壇 については1分 節 の場合 と同様の傾 向 となってい
る.祭 壇 の割合 が とくに高いのは基本型 の一体室な
し型 と公室縮小型 の非 開放一 体室付加型,学 習書斎
の割合が とくに高い のは公室拡 大型 の一体室な し型,
玄関 の割合 が とくに高いのは基本型 の一体室な し型,
高床 の割合 が とくに高いのは公 室拡大型 の一体室な
し型 となってい る.
⑥表5右 端 の 「3分節 」欄 の最 下段 よ り3分 節の分
節機 能 は,玄 関が86%で最 も高 く,祭 壇 ・学習書斎
が ともに71%,高 床43%,バ ー29%と続いてお り,
「LD」で は玄 関 ・高床 ・バー,「LorD」で は祭壇 ・
学習書斎がそれぞれ相対的 に高 く,1分節 ・2分節 と
同様の傾 向をみせてい る.
4.2公 室拡大部分の機能
ここで は,公 室拡大型97件 のみ を対象 に,公 室拡大
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表5(続 き)
実数値=機能数
部分の機 能 と分節機 能の関係 を検討す る.公 室拡大
型3タ イプ別お よび分節数別 に両者の関係 を示 した
ものが表6で あ り,表 中のア ミカケ部分 は両者が一
致す る項 目を示す ものである.こ こか ら以下の よ う
な特性 を読み取 るこ とがで きる.
①表6最 下段合計欄 よ り公室拡大部分の機 能 をみ る
と,「B内 部化 」で は 「L」48%に次い で学習書斎
23%と高床21%が 上位 を 占めるが,「 隣室 一体化 」
で は 「L」45%に次い で 「仕 事」27%と 「仕事+祭
壇」18%が上位 とな ってい る.ま た,「 両面拡大化」
で は 「L」が38%に低 下 し,「 玄関+仕 事 」23%を
中心 に多 くの機 能 に分散 してい る.
② 「B内部化 」について1分 節か ら分節数が増 える
に従 って,「L」 「D」の合計値 が47%→12%→0%
と減少(その結果 としてLD以 外の機 能が拡大部分 に
位 置)してい るが,同 時 にア ミカ ケ部分の合計値 も
53%→46%→33%と減少 してお り,2分 節 では[祭
壇 よ りも学習書斎][祭 壇 ・学習 書斎 よ りも高床]
が公室拡大部分 に優先 され てい る様 子が確認 で きる.
同様 に3分 節 において も[玄 関 ・祭壇 よ りも学習書
斎][玄 関 ・バー よ りも高床]が 優 先 されてい るこ
とが確認で きる.
③ 「隣室一体化 」の1分 節 ・2分節 と 「両面拡大化」
の1分 節 では,概 ね 「L」30%,アミカケ部分70%
とい った構成で共通 し,「 両面拡大化」の2分 節で
はア ミカ ケ部分 が100%であ り,総 じて言 えば拡大
部分 に分節機能が優先的 に位置 してい る.
4.3公室分節機能 と一体 α室機能の関係
最後に,公室の分節機能 と一体室α室の機能の関
係 を示 したものが表7で ある.両者の機能が一致 し
ている(公室内か ら一体 α室まで同じ機能が広がっ
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表6公 室の分節機能 と公室拡大部分の機能
注)実 数 は機能数であるが,( )内 のみ件数である. ア ミカケ部分は,公 室拡大部分の機能 と分節機能が一致す る項 目である.
表7公 室の分節機能 と一体 α室の機能
注)実 数 は機 能数であるが,( )内 のみ件数である. ア ミカケ部分は,α 室機能 と公室分節機能が一致する項 目であ る.
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てい る)のは,ア ミカ ケで示 した高床(3分節機能 の
一つ と開放一体室機能)と学 習書斎 ・仕 事(いずれ も
1分節機 能 と非 開放一 体室機 能)の3件 のみ であ る.
その他の機 能の組合せ も,そ の多 くが1件 つつ多様
に分散 してお り,2件 以上 の事例 がみ られ る組 合せ
(以下[一 体室機能+分 節機能(分 節 数)]で 表示)
は,[開 放 高床+祭 壇(1分節)](4件),[開放高床
+学 習書斎(1分 節)](3件),[開 放 高床+祭 壇(2
分節)](2件),[開放高床+玄 関(3分節)](2件),
[非開放倉庫衣裳+祭 壇(1分節)](2件+2件),[非
開放倉庫衣裳+非 開放客間+学 習書斎(1分節)](2
件)の合計17件(総数262件の6%)の みであ る.
5.ま と め
以上,台 北市 の国民住宅 について,居 住 者 自身 に
よる改修後 の公室 の実態 を,公 室機能 の分節 実態 と
一体 α室用途 との関係 に注 目して多角的に検討 した.
主要な結論 は以下の とお りで ある.
①改修後 の公室空 間構成 の実態 は,基 本型 ・公 室拡
大型 ・公室縮小型3タ イプ に分 け られ るが,さ らに
細か くは 「Bあり基本 」27%,「Bなし基本 」27%,
「B内部化」28%,「隣室一 体化 」4%,「 両面拡大
化」5%,「公室縮小 」15%の6タイプ に分 け られ る.
建設時期が新 しく住戸面積の大 きなもの ほ ど,また,
若年齢層 ほ ど 「Bあり基本 」 「B内部化」が増加 し,
それ に代わ って建設時期の古い もの ほ ど 「Bな し基
本」 「公室縮小」,住 戸面積 の小 さな もの と高年齢
層 ほ ど 「Bな し基本」がみ られ る.ま た,改 修後 の
入居時平面 タイプ別 には,公 私分離で は 「Bあ り基
本」rBな し基本」rB内 部化 」,一 部一体 ではrB
あ り基本」 「B内部化」 「公室縮小」がそれぞれ主
要 タイ プ としてほぼ均衡 してい るのに対 して,公 私
一体で は 「Bな し基本」 が80%以 上 となってい る.
また,入 居時住戸プ ラン別 には,中 間的な3LDKで
は 「Bあり基本」 「Bなし基本 」 「B内部化」が均
衡 してい るのに対 して,2LDK以 下では 「Bな し基
本」 「両面拡大化」,4LDK以 上では 「公 室縮小」
が相対的 に高 くな ってい る.
②上記6タ イプ によって 「一体 室」の有無 ・種類(α
室 ・私室)・室数 が異 な り,「 一体室あ り」の割合が
高いの は 「隣室 一体化 」と 「公室縮小 」で あ り,「隣
室一体化」 では 「2室以上 」 も含 めて 「私室のみ」
の割合 が高い のに対 して,「 公 室縮小 」では 「α室
のみ」を 中心 としなが ら 「私室 のみ」 「α室+私 室」
を含 めて多様な構成 となってい る.ま た,「B内 部
化」は 「α室1室 」に特化 してい るのに対 して,「B
あ り基本」 は 「α室1室 」 「私 室1室 」 に分化 し,
「Bなし基本」は 「α室+私 室(合わせて3室 以上)」
に特化 してい る.さ らに,こ の空間構成別 にみた一
体室の構成 について は,表3に 示 した よ うに平面 タ
イプ ・入手方法 ・建設 時期 ・住 戸プ ラン ・家族 人数
等 による傾 向的特性 がみ られ,例 えば建設 時期別 に
は,80年代前 半は 「Bなし基本 」の 「α室+私 室」
「私室 のみ」,80年 代後 半は 「公 室縮 小(居室増加
化)」の 「α室のみ」 「α室+私 室」が上位 で あるの
に対 して,90年代 には 「Bあり基本」 「B内部化」
の 「α室のみ」 「私室のみ」が上位 とな ってい る.
③ 「一体 α室 」は,そ の形式 に よって 「開放(扉2
枚以上の幅で開 け放つ こ とので きるタイプ)」と 「非
開放」分 け られ るが 「Bあり基本 」 「Bなし基本」
では 「非開放」が 中心で あるの に対 して,「B内 部
化」 「公室縮小」で は両者が拮抗 し,「隣室一体化」
で は量的 には少 ないものの全 てが 「開放 」 とな って
い る.ま た,開 放 α室 の用途 は 「高床 」が大半で あ
るの に対 して,非 開放 α室の用途 は 「倉庫衣裳」 「客
間」 を中心 に多様な構成 とな ってい る.
④ 「公室(LDK空間)」の 中には 「D(餐庁)」の機 能
を持たない 「L」タイ プが25%ほ どみ られ るが,そ
の割合 は公室縮小型54%〉 基本型24%〉 公 室拡大
型14%の順,ま た,複 合一体室付加型 〉非開放一体
室付加型 〉開放一体室付加型 〉一体室な し型 の順 と
な ってお り,前 者 の傾 向か ら,「 公 室縮 小」 と 「食
生活の外部化」が関連 してい るこ とが推察 され る.
⑤公室 の機能分節 にっ いては,全 体では 「無分節」
37%,「1分節 」43%,「2分 節」18%,「3分 節 」
3%であるが,「LD」 タイ プに比 して 「L」タイ プの
方が分節数 が多 くなってい る.ま た,公 室拡大型で
は無分節 が最 も低 く,2分 節 以上が最 も高 くな って
い る.さ らに,基 本型 と公室拡 大型 では,分 節数で
「L」〉 「LD」とい う関係 が顕著 に表れ てい る.一
方,主 要 な分節機能 は祭壇 ・学習 書斎 ・高床 ・仕事 ・
玄関で あるが,「LD」 では高床 と玄関,「LD]で は
「祭壇」 の割合 が相対 的に高 くなってい る.ま た,
分節機 能 の うち公室拡大部分 に置 かれ る機 能 をみ る
と,「L」 と 「その他 の分節 機能」 が ほぼ半々程 度
で,分 節機能 としては高床 ・学習書斎 ・仕 事が 中心
となって いるが,「 祭壇 よ りも学習書斎 」 「祭壇 ・
学習書斎 よ りも高床」 といった傾 向的特性 が読み取
れ る.
⑥一体 α室 の機能 と公室 の分節機 能 との関係 は極 め
て多様 に分散 してい るが,[開 放 高床+祭 壇][開
放高床+学 習書斎][開 放 高床+玄 関][非 開放倉
庫衣裳+祭 壇][非 開放倉庫衣裳+非 開放客間+学
習書斎]と い った組合せが複数件み られ る.
⑦以上総 じてみ て,高 層集合住 宅の中では あるが,
自 らの改修 と家具配置 によって 「公室(LDK空間)」
の 中に多様 な住要求 を集約 させ てい ることを明 らか
に した.最 後 に,「 一体 室あ り」 と 「一体室な し」
の代表的事例 の平面図 を末尾図4に 掲載 した.引 き
続いて,そ こにお ける 「住生活 」の実態を報告す る
予定で ある.
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注
注1)
注2)
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参考文献[8]～[13]
公共部 門(国 民住宅)と 民間部門の比較につい
ては参考文献[2]～[4],民間部門についてはそ
れ に加 えて参考文献[5]～[7]
参 考文 献[1]
前稿で述べた よ うに,α 室用途 の 「高床 」は,
床 高を6～24cm程度 あげて板 ・畳 ・絨毯等で
床仕 上 げを した小 部屋 で あ り,用 途 は多様 で
あ るが第2リ ビング的性格 をもってい る.ま
た,「 仕事」 は 「学習書斎」 と異 な る純粋 な
仕事 空間であ り,職場併設住居(SOHO的住居)
を意 味 してい る.「 趣 味遊興」 の典型例 は麻
雀 室であ る
注5)本 研究 では居住者 自身に よる 「住み方」実現
行 為で ある 「改修 」に注 目して い るが,前 稿
で述 べた よ うに,中 古購入層 については 「中
古微改修」と 「中古大改修」と分 けて分析 して
い る.そ の明確 な区分線 はない が,前 稿 の図
8cに示 したよ うに住宅入 手価格 に対す る改修
費用 の割合が 「5%」程度 を区分線 としてい る.
一方,「保 障住 宅」の内訳 は 「当該敷地の元住
人」と 「都 市計画移転保 障」であ り,「その他」
の 内訳 は 「賃貸」 と 「相続 」であ る.近 年 ほ ど
「元住人」 と 「賃貸」が増加 してい る
注6)こ こでの平面 タイプは 「建 設時平面 タイプ」
ではな く,改 修後 の 「入居時平面 タイプ」で
あ る
注7)こ こでの住戸 プ ランは 「建設 時住 戸プ ラン」
ではな く,改 修 後の 「入居 時住戸 プ ラン」で
ある
注8)D機 能 をもた ない公室 とは,物 的 にダイニ ング
テ ーブル のない公 室で,客 庁 と餐庁 の機 能の
うち餐庁機能 をもたない公室 となる
a・公 室 基 本 型
・公室分離型
・一体室なし型
・公室1分 節(学習書斎)
・サービスバルコニー内部化
入居時平面
建設時平面
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lb・公 室 基 本 型
・公私分離型 → 一部一体型
・非開放一体私室
・公室1分 節(学習書斎)
・サービスバルコニー内部化
・ダイニングなし
建設時平面
c・公 室 基 本 型
・一部一体型
・非開放一体私室
・公室1分節
(学習書斎)
・サービスバルコニー
内部化
・ダイニングなし
d・公 室 基 本 型
・公私一体型
・複合一体室
(高床 ・私室〉
・公室2分 節
(祭壇 。学習書斎)
建設時平面
BMRBR
レ
K
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e・公 室 拡 大 型
・公私分離型
・一体室なし型
・公室1分 節(高床)
・バルコニー内部化
・サービスバル コニー内部化
建設時平面
f・ 公 室 拡 大 型
・公私分離型
・一体室な し型
・公室1分 節(高床)
。バルコニー内部化
・サービスバルコニー内部化
g・公 室 拡 大 型
・公私分離型
・一体室な し型
・公室2分 節
(玄関 。学習書斎)
・バルコニー内部化
・サービスバル コニー
内部化
・ダイニングなし
l
l建設時
平面1
h・公 室 拡 大 型
・一部一体型 → 公私分離型
・一体室なし型
・公室2分 節
(学習書斎 ・祭壇)
・バル コニー内部化
・ダイニングなし
建設時平面
i・公 室 縮 小 型
・公私分離型 → 一部一体型
・開放一体α室(高床)
・公室1分節(祭壇)
・サービスバルコニー
内部化
0100 400cm
j・公 室 縮 小 型
・公室分離型 今 一部一体型
・開放一体 α室(高床)
・公室1分 節(祭壇)
・サービスバル コニー内部化
・ダイニングなし
l
lk・ 公 室 縮 小 型
1 ・公私分離型 → 一部一体型1
・開放一体 α室(高床)1
・公室2分 節
(玄関 ・祭壇)
・サー ビスバルコニー
内部化
建設時平面
1・公 室 縮 小 型
・公私分離型 → 一部一体型
・開放一体 α室(高床)
・公室2分 節
(祭壇 ・バー)
・バル コニー内部化
・サー ビスバルコニー
内部化
建設時平面
図4 公室機能分節 と一体室の実態
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